
　附   属   明   細   書　（宿舎等勘定）

令和２事業年度

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
自　　令和　２年　４月 　１日

至　　令和　３年　３月 ３１日



（単位：円）

当期償却額 当期減損額

有形固定資産 建物 0 320,587,973 0 320,587,973 0 0 320,587,973 320,587,973 0

(減価償却費) 構築物 4,503,692 0 4,503,692 0 0 0 0 0 0

車両運搬具 25,479,521 0 0 25,479,521 25,479,508 2,561,998 0 0 13

工具器具備品 34,601,725 0 34,601,725 0 0 0 0 0 0

計 64,584,938 320,587,973 39,105,417 346,067,494 25,479,508 2,561,998 320,587,973 320,587,973 13

有形固定資産 建物 2,336,444,939 1,283,920 1,535,989,571 801,739,288 109,818,389 0 691,920,890 1,283,920 9

(減価償却相当額) 構築物 18,448,114 0 7,293,376 11,154,738 6,136,116 0 5,018,622 0 0

計 2,354,893,053 1,283,920 1,543,282,947 812,894,026 115,954,505 0 696,939,512 1,283,920 9

非償却資産 土地 1,865,106,907 0 1,865,106,907 0 0 0 0 0 0

計 1,865,106,907 0 1,865,106,907 0 0 0 0 0 0

有形固定資産合計 建物 2,336,444,939 321,871,893 1,535,989,571 1,122,327,261 109,818,389 0 1,012,508,863 321,871,893 9

構築物 22,951,806 0 11,797,068 11,154,738 6,136,116 0 5,018,622 0 0

車両運搬具 25,479,521 0 0 25,479,521 25,479,508 2,561,998 0 0 13

工具器具備品 34,601,725 0 34,601,725 0 0 0 0 0 0

土地 1,865,106,907 0 1,865,106,907 0 0 0 0 0 0

計 4,284,584,898 321,871,893 3,447,495,271 1,158,961,520 141,434,013 2,561,998 1,017,527,485 321,871,893 22

無形固定資産 電話加入権 1,316 0 1,316 0 0 0 0 0 0

計 1,316 0 1,316 0 0 0 0 0 0

投資その他の資産 長期性預金 2,000,000,000 11,000,000,000 13,000,000,000 0 0 0 0 0 0

長期未収金 15,233 0 15,233 0 0 0 0 0 0

破産更生債権等 1,987,021,249 1,881,129,733 1,987,021,249 1,881,129,733 0 0 0 0 1,881,129,733

貸倒引当金 △ 1,987,021,249 △ 1,881,129,733 △ 1,987,021,249 △ 1,881,129,733 0 0 0 0 △ 1,881,129,733

差入保証金 10,000,000 0 10,000,000 0 0 0 0 0 0

計 2,010,015,233 11,000,000,000 13,010,015,233 0 0 0 0 0 0

（注１）建物の当期増加額 321,587,973円は、資産除去債務の計上によるものである。

（注２）建物の当期減少額 1,535,989,571円は、雇用促進住宅の処分によるものである。

（注３）土地の当期減少額 1,865,106,907円は、雇用促進住宅の処分によるものである。

（注４）長期性預金の当期増加額 11,000,000,000円は、新規預入によるものである。

（注５）長期性預金の当期減少額 13,000,000,000円は、流動資産（現金及び預金）への振替によるものである。

期 首 残 高 当期増加額 当期減少額

による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
会計処理｣及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（｢第87 特定の資産に係る費用相当額の

期 末 残 高資産の種類 差引当期末残高 摘要
減価償却累計額 減損損失累計額



（単位：円）

賞与引当金

計 10,170,766 6,275,518 9,916,457 254,309 6,275,518

「当期減少額（その他）」は、支給見込額と実支
給額の差額である。

２．引当金の明細

区     分 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘   要
目 的 使 用 その他

10,170,766 6,275,518 9,916,457 254,309 6,275,518



（単位：円）

1,935,333,0972,315,669,129計 △ 380,336,032 1,987,021,249 △ 105,891,516 1,881,129,733

貸 倒 引 当 金 の 残 高

３．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

未収賃貸料等収入

貸 付 金 等 の 残 高
区     分 摘   要

当期増減額 期 末 残 高 当期増減額 期 末 残 高

　一般債権 328,581,780

　破産更生債権等

　一般債権

0 0 0

△ 105,957,616 1,871,684,084

△ 274,378,416

※算定方法について
は、注記を参照

　貸倒懸念債権

未収金 443,918,945 △ 274,378,416 169,540,529 115,337,165

0

115,337,165

　破産更生債権等 115,337,165 0

0 0 0

115,337,165

0

1,871,684,084

66,100

0

1,871,750,184

△ 105,891,516 1,871,684,084

△ 105,891,516

△ 66,100

115,337,165 0 115,337,165

0

1,765,792,568

△ 105,891,5161,765,792,568

0

0

1,765,792,568

1,765,792,568

0

期 首 残 高 期 首 残 高

0

0

　貸倒懸念債権 0 0 0 0 0

54,203,364



（単位：円）

①退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

企業年金基金等に係る債務

③年金資産

退職給付引当金（①＋②△③） 183,158,873 1,967,961 7,586,035 177,540,799

129,392,209 △ 11,912,363 96,120,231 21,359,615

②未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 56,040,215 45,010,450 5,002,103 96,048,562

153,897,497 △ 20,927,549 98,409,556 34,560,392

256,510,867 △ 54,954,852 98,704,163 102,851,852

102,613,370 △ 34,027,303 294,607 68,291,460

４．退職給付引当金の明細

区     分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘   要



(単位 ：円)

独立行政法人会計基準第91の特定：有

独立行政法人会計基準第91の特定：無

独立行政法人会計基準第91の特定：有

独立行政法人会計基準第91の特定：無

                                                                                           

５．資産除去債務の明細

区　分 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘　要

不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務 0 277,071,908 0 277,071,908

石綿障害予防規則に基づく処理義務 286,539,300 0 179,915,260 106,624,040

計 2,292,614,129 321,871,893 1,498,244,867 1,116,241,155

石綿障害予防規則に基づく処理義務 0 43,516,065 0 43,516,065

不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務 2,006,074,829 1,283,920 1,318,329,607 689,029,142



( 単位 ：千円、人 ）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

(　)は非常勤

（注１）役員に対する報酬等の基準並びに職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、役員給与規程（平成１５年

　 規程第４号）、職員給与規程（平成２５年規程第７号）、役員退職手当規程（平成１５年規程第５号）及び

職員退職手当規程（平成２５年規程第６号）に基づいている。

（注２）支給人員数は、共通経費の配賦を行ったことにより、実際の支給人員数と異なるため記載をしていない。

（注３）役員欄の上段の支給額は非常勤監事で、外数である。

（注４）上記明細のほかに、パートナー職員に係る給与等として、23,916千円の支給があり、損益計算書において、

その他の一般管理費及びその他の業務費の内訳費目（謝金）として整理している。

（注５）損益計算書において、退職給付費用として業務費に△1,421千円及び一般管理費に△17千円を計上している。

（注６）単位未満は、切捨てにより表示している。

合       計
8 － － －

61,152 － 0 －

－ －

職       員
－ － － －

60,940 － 0 －

６．役員及び職員の給与の明細

区       分
報  酬  又  は  給  与 退   職   手   当

支   給   額 支 給 人 員 支   給   額 支 給 人 員

役       員
8 － － －

212 －



７．開示すべきセグメント情報

　宿舎等勘定は、単一セグメントであり、宿舎等事業のみを実施していることから、当該勘定別附属明細書におけるセグメント情報の記載を省略しておりま
す。
　なお、宿舎等事業セグメントの財務情報については、法人単位附属明細書の「１６.開示すべきセグメント情報」に記載しております。



８．特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等（「第１０６　関連公益法人等の範囲」

①　労働関係法人企業年金基金

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

て給付を行い、もって加入者及びその遺族の生活の つとして当機構が含まれ 田畑　一雄 （理事長代理）

において定める関連公益法人等をいう。以下同じ。）の情報

安定をはかることを目的とする。 る。 永野　朝子 （千葉支部長）

　確定給付企業年金法（平成13年6月15日法律第50 　当基金は、平成２９年に 松見　和彦

号）に基づき、加入者の老齢、死亡又は脱退につい 設立され、実施事業所の一 星　　直幸

堀之内　治史　※ （熊本職業能力開発促進センター

　荒尾訓練センター）

若林　革　　　※ （千葉職業能力開発短期大学校）

山本　英治　　※ （京都職業能力開発促進センター）

内山　元　　　※ （東北職業能力開発大学校）

労働関係法人

企業年金基金

（注）※印を付した者は、確定給付企業年金法に基づき、基金加入員において互選した代議員から互選された者である。



　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

掛金（事業主負担分）

労働関係法人

企業年金基金
　　　　当基金加入員（厚生年金に加入する一定

　　　　条件を満たすすべての当機構職員）の老

　　　　齢、死亡又は脱退について給付を実施

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

△ 335,493,534

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

労働関係法人
企業年金基金

14,629,201,387 16,321,594,235 △ 1,692,392,848 972,045,651 1,307,539,185



　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

労働関係法人企業年金基金 ― 768,365,400

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（注１）上記金額は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額掛金の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

労働関係法人企業年金基金 ― ― 未払金 63,890,500

（注）上記金額は、令和３年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

労働関係法人企業年金基金 972,045,651 0 ―

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。



②　雇用支援機構健康保険組合

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

は、昭和５２年から加入し 河田　惠一　　※ （経理部次長）

ている。 藤盛　康雅　　※ （茨城支部）

　健康保険法に基づき、被保険者及び被扶養者に対し 　当組合は、昭和３６年に 田畑　一雄　　※ （理事長代理）

て保険給付や保健事業等を実施している。 設立され、当機構において 原口　剛　　　※ （総務部長）

松原　和範　　※ （福岡職業能力開発促進センター）

横山　真樹　　※ （北海道職業能力開発大学校）

赤松　伸一　　※ （島根職業能力開発短期大学校）

小笠原　雅彦　※ （愛媛職業能力開発促進センター）

雇用支援機構

健康保険組合

（注）※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組合員の互選した組合会議員から互選された者である。



　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

健康保険料（事業主負担分）

雇用支援機構

健康保険組合
　　　　当機構職員等に対し、保険給付及び

　　　　保健事業等を実施

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

50,599,633

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

雇用支援機構
健康保険組合

2,007,213,432 176,330,037 1,830,883,395 3,949,269,394 3,898,669,761



（注１）上記金額は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額保険料の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

雇用支援機構健康保険組合 ― 1,818,905,560

雇用支援機構健康保険組合 ― ― 未払金 124,870,327

（注）上記金額は、令和３年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

雇用支援機構健康保険組合 3,949,269,394 0 ―

（注）上記金額は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの期間の金額である。

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合
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